
平成二十三年総務省令第五十二号による改正前の地方公務員等共済組合法施行

規則（昭和三十七年九月八日自治省令第二十号）（抄）※改正規則による読替

後 

 

第一章 総則 

（令附則第七十五条の二第四項第三号に規定する総務省令で定める理由） 

第五条の十四 令附則第七十五条の二第四項第三号に規定する総務省令で定め

る理由は、除名その他これに準ずるものとして総務大臣が相当と認める理由

とする。 

（令附則第七十五条の二第五項に規定する総務省令で定めるところにより算

出した額） 

第五条の十五 令附則第七十五条の二第五項に規定する退職当時の標準報酬月

額として総務省令で定めるところにより算出した額は、沖縄の市町村の議会

の議員であつた者が同項に規定する退職当時に受けていた合衆国ドル表示の

報酬の額を一ドルにつき三百六十円の交換比率により日本円表示の額に換算

した額に係る当該退職当時に適用されていた市議会議員共済会又は町村議会

議員共済会の定款で定める標準報酬月額とする。 

（沖縄の立法院議員であつた者等の昭和三十七年十二月一日における標準報

酬月額） 

第五条の十八 昭和六十一年経過措置政令第八十九条第二項、地方公務員等共

済組合法の年金の額の改定に関する政令（昭和六十二年政令第二百二十号）第

五条第一項、地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する政令（平成元

年政令第三百五十四号）附則第五条第一項、平成二年度以後における地方公務

員等共済組合法の年金の額の改定に関する政令（平成二年政令第八十三号）第

五条第一項、平成七年度、平成十年度及び平成十一年度における地方公務員等

共済組合法の年金の額の改定に関する政令（平成七年政令第百十八号）第五条

第二項及び平成十五年度における国民年金法による年金の額等の改定の特例

に関する法律に基づく地方公務員等共済組合法の年金の額の改定に関する政

令（平成十五年政令第百五十八号）第五条第二項に規定する総務省令で定める



額は、施行法第百四条第二項の規定の適用を受ける者の退職に係る地方公共

団体の昭和三十七年十二月一日における報酬額として、その者の合衆国ドル

表示の報酬の額を一ドルにつき三百六十円の交換比率により日本円表示の額

に換算した額に係る標準報酬月額（その額が都道府県議会議員共済会、市議会

議員共済会又は町村議会議員共済会の区分ごとに八万円、三万円又は二万円

に満たないときは、それぞれ八万円、三万円または二万円とする。）とする。 

 

第四章 共済会 

（資金の運用） 

第十四条 地方公務員等共済組合法の一部を改正する法律（平成二十三年法律

第五十六号。以下「改正法」という。）附則第二十三条第一項の規定によりな

お存続するものとされる地方議会議員共済会（以下「存続共済会」という。）

の業務上の余裕金は、次に掲げる方法により運用するものとする。 

一 臨時金利調整法（昭和二十二年法律第百八十一号）第一条第一項に規定す

る金融機関への預金 

二 信託会社（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第三条又は第五十三

条第一項の免許を受けたものに限る。）又は信託業務を営む金融機関（金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第四十三号）第一条

第一項の許可を受けた同項に規定する金融機関をいう。）への信託 

三 国債、地方債、特別の法律により法人の発行する債券、貸付信託の受益証

券その他確実と認められる有価証券の取得 

四 不動産の取得 

五 地方議会議員を被保険者とする生命保険（被保険者の所定の時期における

生存を保険金の支払事由とするものに限る。）の保険料の払込み 

２ 前項第二号の規定による信託の終了又は一部の解約により存続共済会に帰

属することとなる信託財産（金銭を除く。）は、直ちに、同号に掲げる方法に

より運用しなければならない。 

３ 存続共済会は、その業務上の余裕金を第一項第二号に掲げる信託（運用方法

を特定するものに限る。）、同項第三号に規定する有価証券（国債、地方債、特



別の法律により法人の発行する債券及び貸付信託の受益証券を除く。）の取得、

同項第四号に掲げる不動産の取得又は同項第五号に掲げる保険料の払込み

（総務大臣が定める保険料の払込みに限る。）に運用しようとする場合には、

あらかじめ総務大臣の承認を受けなければならない。 

〔運用方針〕 

第三項 

  「総務大臣の承認」については、事業計画及び予算の作成又は変更のつどこれを受ける

ものとする。 

（会計組織） 

第十五条の二 存続共済会の経理は、存続共済会を単位として設ける会計単位

及び存続共済会の行なう業務の種類ごとに設ける経理単位に区分して行なう

ものとする。 

２ 前項の経理単位は、次の各号に掲げる経理単位とし、各経理単位においては、

当該各号に規定する取引を経理するものとする。 

一 給付経理 改正法附則第二十三条第一項の規定によりなお効力を有する

ものとされ、同条第二項の規定により読み替えて適用される改正法による改

正前の法第百六十七条第一項に規定する給付に関する取引 

二 業務経理 同条第三項に規定する存続共済会の事務に関する取引 

（給付経理の資産の構成割合） 

第十五条の三 存続共済会が保有する給付経理の現金、預金、貯金、信託、有価

証券及び生命保険の価額は、常時、当該経理の資産の総額に対し、十分の九を

乗じて得た額以上でなければならない。 

２ 前項の規定の適用については、株式及び証券投資信託の受益証券の価額は、

給付経理の資産の総額に十分の一を乗じて得た価額に相当する価額以内でな

ければならない。 

３ 第一項に掲げる資産の構成割合が当該資産の価額の変動その他存続共済会

の意思に基づかない理由により、前二項に規定する割合と異なることとなつ

た場合には、存続共済会は、前二項の規定にかかわらず、その異なることとな

つた割合によることができる。この場合において、存続共済会は、前二項の趣



旨に従つて、できる限りすみやかにその割合を改めなければならない。 

（事業報告書） 

第十六条 存続共済会の会長は、毎事業年度末日現在における総務大臣が別に

定める様式による事業報告書を作成し、これを総務大臣に提出しなければな

らない。 

（地方公共団体の報告等） 

第十六条の三 地方公共団体は、毎月における地方議会議員の数及び議員報酬に

関する報告を、翌月五日までに存続共済会に提出しなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、地方公共団体の報告の内容については、存続共済

会の定款の定めるところによる。 

３ 地方公共団体は、地方公務員等共済組合法施行令等の一部を改正する等の

政令（平成二十三年政令第百五十一号）附則第三条第一項の規定によりなお効

力を有するものとされ、同条第二項の規定により読み替えて適用される同令

による改正前の令第七十二条第六号に規定する給付金その他地方議会議員に

係る支払金の送付を受けたときは、遅滞なく、これを受領すべき者に支払わな

ければならない。 

（準用規定） 

第十六条の四 存続共済会の財務については、この章に規定するもののほか、施

行規程第二章第二節（第四条から第七条の二まで、第十一条、第十二条、第十

三条第二項、第十四条、第十四条の二、第二十五条第四号の二及び第六号から

第十二号まで、第二十六条第二項第三号、第六号及び第七号、第三十七条第一

号から第三号まで、第四十八条第一項第一号、第四号、第五号及び第七号、第

五十四条第一項第二号、第三号及び第六号、第五十五条、第五十六条、第六十

二条第二項、第六十三条第二項、第六十五条第一項、第二項、第四項及び第五

項、第六十六条第一項、第二項、第四項及び第五項、第八十条、第八十一条、

第八十三条第一号、第八十七条並びに第八十八条を除く。）、附則第二条の二、

附則第二条の三第一項及び附則第三条の三の規定を準用する。この場合にお

いて、次の表の上欄に掲げる規定の中欄に掲げる字句は、それぞれ当該下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 



第八条 組合の理事長 地方公務員等共済組合法の一

部を改正する法律（平成二十三

年法律第五十六号。以下「改正

法」という。）附則第二十三条第

一項の規定によりなお存続す

るものとされる地方議会議員

共済会（以下「存続共済会」と

いう。）の会長 

組合 存続共済会 

第九条、第十条、第

十八条第一項、第十

九条、第二十条第一

項、第二十五条第二

号、第四十八条第一

項第六号、第五十七

条、第六十九条第二

項、第七十条第二号

及び第三号、第七十

八条及び第八十六

条第一項 

組合 存続共済会 

第十三条第一項 

及び第二十五条第

四号 

長期経理 給付経理 

第十五条、第十六条

及び第三十二条第

一項 

組合 存続共済会 

主務大臣 総務大臣 

第十七条第一項 組合の業務に従事す

る者（法第十八条第

一項の規定により組

存続共済会の業務に従事する

者 



合の業務に従事する

者及び法第百四十一

条第一項に規定する

組合役職員（役員を

除く。）に限る。以下

同じ。） 

第十七条第二項、 

第十八条第二項、第

二十条第二項、第二

十一条、第二十二

条、第二十三条第一

項、第二十七条、第

三十六条第三項、第

三十七条第五号、第

三十九条第一項及

び第二項、第五十

条、第五十一条、第

五十三条第一項第

十一号、第五十四条

第一項第七号、第六

十八条、第七十条第

四号、第七十一条、 

第七十三条第三項

及び第五項、第七十

四条第一項、第七十

五条第一項、第七十

六条第一項並びに

第七十七条第一項 

組合の理事長 存続共済会の会長 

第二十条及び第六 単位所属所以外の所 存続共済会の定款で定めると



十一条 属所 ころにより設けられる従たる

事務所 

第二十三条第二項、

第三十二条第二項、

第四十八条第一項

第八号、第五十三条

第四項、第五十四条

第二項、第五十四条

の二第二項及び第

五十八条第三項 

組合の理事長 存続共済会の会長 

主務大臣 総務大臣 

第二十四条 組合の理事長 存続共済会の会長 

前事業年度二月末日

までに作成しなけれ

ばならない。 

作成し、代議員会（改正法附則

第二十三条第一項の規定によ

りなお効力を有するものとさ

れ、同条第二項の規定により読

み替えて適用される改正法に

よる改正前の法第百五十一条

第一項第一号に規定する都道

府県議会議員存続共済会にあ

つては、総会。以下同じ。）の議

決を経て、前事業年度二月末日

までに、これを総務大臣に提出

しなければならない。 

第二十五条第一号 組合 存続共済会 

組合員の数、給料額、

期末手当等の額及び

被扶養者数 

地方議会議員の数及び標準報

酬月額 

第二十五条第三号 短期経理及び長期経

理 

給付経理 



給付、給料と掛金と

の割合及び期末手当

等と掛金との割合 

給付 

第二十五条第十三

号、第二十六条第二

項第八号、第五十二

条第二項、第五十四

条の三、第八十四条

第二項及び第八十

六条第二項 

主務大臣 総務大臣 

第二十六条第二項

第一号 

法第二十三条第一項 改正法附則第二十三条第一項

の規定によりなお効力を有す

るものとされ、同条第二項の規

定により読み替えて適用され

る改正法による改正前の法第

百五十六条の五ただし書 

第二十六条第二項

第二号 

法第二十五条 改正法附則第二十三条第一項

の規定によりなお効力を有す

るものとされ、同条第二項の規

定により読み替えて適用され

る改正法による改正前の法第

百五十七条 

主務大臣 総務大臣 

第二十六条第二項

第四号 

業務経理及び福祉経

理 

業務経理 

第二十六条第二項

第五号 

法第百十三条第四項 改正法附則第二十三条第一項

の規定によりなお効力を有す

るものとされ、同条第二項の規

定により読み替えて適用され



る改正法による改正前の法第

百六十七条第四項 

組合 存続共済会 

組合員 地方議会議員 

第三十条第一項第

九号 

国、地方公共団体又

は他の組合 

国又は地方公共団体 

第三十四条 国、地方公共団体若

しくは他の組合 

国若しくは地方公共団体 

第四十八条第一項

第二号 

組合員 地方議会議員 

第五十四条の二第

一項 

組合 存続共済会 

組合の理事長 存続共済会の会長 

主務大臣 総務大臣 

第五十八条第二項 別表第一号表によ

る。ただし、指定経理

の勘定科目について

は、主務大臣が別に

定めるところによ

る。 

総務大臣が別に定めるところ

による。 

第六十二条第一項 補助簿を備え 補助簿を備え、それぞれ勘定科

目ごとに口座を設け 

第六十三条第一項 本部元帳、支部元帳

及び所属所元帳並び

にこれらの補助簿の

記入は、伝票又は日

記帳に基づいて行な

い、総勘定元帳及び

支部総勘定元帳の記

入は、決算整理に関

元帳及び補助簿の記入は、伝票

又は日記帳に基づいて行なう

ものとする。 



するものを除くほ

か、第六十五条の規

定により提出される

出納計算表に基づい

て行なうものとす

る。 

第六十五条第三項 都職員共済組合及び

指定都市職員共済組

合（以下「都職員共済

組合等」という。） 

存続共済会 

理事長 会長 

第六十六条第三項 都職員共済組合等 存続共済会 

理事長 会長 

第六十七条第一項 同条第三項 改正法附則第二十三条第一項

の規定によりなお効力を有す

るものとされ、同条第二項の規

定により読み替えて適用され

る改正法による改正前の法第

百五十六条の四第三項 

第六十七条第二項

第一号及び第三号 

組合 存続共済会 

第六十七条第三項

第一号 

組合 存続共済会 

運営審議会又は組合

会 

代議員会 

第六十七条第三項

第三号及び第四号 

組合 存続共済会 

第六十七条の二 法第二十二条第三項 改正法附則第二十三条第一項

の規定によりなお効力を有す

るものとされ、同条第二項の規



定により読み替えて適用され

る改正法による改正前の法第

百五十六条の四第三項 

地方職員共済組合に

あつては官報によ

り、都職員共済組合、

市町村職員共済組合

及び都市職員共済組

合にあつては都道府

県の公報により、指

定都市職員共済組合

にあつては指定都市

の公報 

官報 

第六十七条の三 法第二十二条第三項

に規定する主務省令 

改正法附則第二十三条第一項

の規定によりなお効力を有す

るものとされ、同条第二項の規

定により読み替えて適用され

る改正法による改正前の法第

百五十六条の四第三項 

第七十二条第三項 長期経理 給付経理 

主務大臣 総務大臣 

第八十二条及び第

八十五条 

業務経理又は福祉経

理 

業務経理 

第八十三条 短期経理及び長期経

理 

給付経理 

長期経理 給付経理 

長期給付 給付 

組合の理事長 存続共済会の会長 

附則第二条の二第 組合 存続共済会 



一項 長期経理 給付経理 

定款で定める 総務大臣の承認を受けた 

組合員数 地方議会議員の数 

附則第三条の三 長期経理 給付経理 

長期給付事業 給付事業 

主務大臣が総務大臣

と協議して 

総務大臣が 

 

２ 前項において準用する施行規程第二章第二節の規定の適用については、こ

れらの規定中施行規程別紙様式に定める様式によることとされているものは、

総務大臣の定める様式によるものとする。 

第十六条の五 施行規程第百六十五条の規定は存続共済会の書類の保存期限に

ついて、施行規程第百六十八条から第百七十一条までの規定は存続共済会の

監査について、施行規程第百七十三条の二（第一項第二号を除く。）の規定は

存続共済会の印鑑の提出について、施行規程第百七十四条の規定（第一項第三

号を除く。）は存続共済会に対する請求書等の証明について準用する。この場

合において、施行規程第百六十五条中「組合」とあるのは「存続共済会」と、

「長期給付」とあるのは「給付」と、「運営規則」とあるのは「存続共済会の

規則」と、施行規程第百六十八条から第百七十条までの規定中「法第百四十四

条の二十七第四項」とあるのは「地方公務員等共済組合法の一部を改正する法

律（平成二十三年法律第五十六号）附則第二十三条第一項の規定によりなお効

力を有するものとされ、同条第二項の規定により読み替えて適用される同法

による改正前の法第百七十条第三項」と、施行規程第百七十一条中「組合の理

事長」とあるのは「存続共済会の会長」と、「組合」とあるのは 「存続共済会」

と、施行規程第百七十三条の二中「組合」とあるのは「存続共済会」と、「理

事長」とあるのは「会長」と、「地方職員共済組合等及び都職員共済組合等」

とあるのは「存続共済会」と、「主務大臣」とあるのは「総務大臣」 と、施行

規程第百七十四条中「組合員」とあるのは「地方議会議員」と、 「組合」とあ

るのは「存続共済会」と、「所属機関の長」とあるのは「地方公共団体の議会



の議長」と、 「障害共済年金」とあるのは「公務傷病年金」と読み替えるもの

とする。 

２ 前条第二項の規定は、前項において準用する施行規程第百六十九条第一項

の規定を適用する場合について準用する。 

（地方議会議員の任期満了による退職の取扱い） 

第十六条の六 昭和三十八年三月一日から同年五月三十一日までの間に任期が

満了することとなる地方公共団体の議会の議員が、地方公共団体の議会の議

員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律（昭和三十七年法律第百六十

三号）第一条第一項に規定する期日に行なわれた任期満了による選挙におい

て当選人（公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第九十六条、第九十七条第

二項又は第百十二条の規定による当選人を除く。）となり、再び同一の地方公

共団体の議会の議員となつた場合には、法第十一章の規定の適用については、

任期満了の日が当該選挙において当選人と決定された日前であるときにおい

ても、退職はなかつたものとする。 

（市町村の廃置分合等に伴う共済会の権利義務の承継） 

第十七条 市町村の廃置分合その他これに準ずる処分（以下本条において「廃置

分合等」という。）により町村が市となつた場合においては、当該廃置分合等

があった日の属する月の翌月（当該廃置分合等があった日が月の初日である

ときは、その月）以降分の当該市となった町村の議会の議員に係る改正法附則

第二十三条第一項の規定によりなお効力を有するものとされ、同条第二項の

規定により読み替えて適用される改正法による改正前の法第百五十一条第一

項第三号に規定する町村議会議員存続共済会の共済給付金の支給に関する権

利義務は、同項第二号に規定する市議会議員存続共済会が引き継ぐものとす

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和三十七年十二月一日から施行する。ただし、附則第三

条の規定は、公布の日から施行する。 



（他の命令の廃止） 

第二条 次に掲げる命令は、廃止する。 

一 市町村職員共済組合法施行規則（昭和二十九年総理府令第九十号）  

二 市町村職員共済組合経理規則（昭和二十九年総理府令第九十一号） 

三 町村職員恩給組合法施行規則（昭和三十一年総理府令第七十八号） 

四 地方議会議員互助年金法施行規則（昭和三十六年自治省令第十四号） 

 

附 則 

（昭和四十七年三月二十八日自治省令第二号） 

（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和四十七年四月一日から施行する。 

（給付経理の資産の構成割合の特例） 

第二条 共済会は、地方公務員等共済組合法施行規則第十五条の三第一項の規

定にかかわらず、当分の間、自治大臣の承認を受けて、その保有する給付経

理の現金、預金、貯金、金銭信託、有価証券及び生命保険の価額を当該経理

の資産の総額の十分の九に相当する価額以下とすることができる。 

２ 前項の自治大臣の承認は、毎事業年度、事業計画を作成する前に、これを

受けなければならない。 


